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This paper examines the effect of speculative motives in agricultural land on farm size 
and labor productivity in Japan, by use of the prefecture- and size-level census panel 
data in the period from 1990 to 2005. The paper employs a discrete choice model to 
formulate the farm behavior in the choice of land size (including exit), and then 
simulates the model to assess the counterfactual situation in the absence of speculative 
motives. While it identifies the existence of strong increasing returns, the paper finds 
that speculative motives in agricultural land do account for why Japanese farm size is 
small in scale. Our simulation result reveals that in the absence of the speculations, 
farm size would have become larger by 30 percent and labor productivity increased by 
more than 20 percent.     
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3  日本の農業経営規模は国際的な観点から見てもその水準を大幅に下回っている。2005年農林業センサスにおいては、我が











































































満の日農家を除く農家） の割合を記載している。 農林業センサスにおける農家の定義を図1に示した。 
 



















































                                                      
9  分析対象とした42府県の中で埼玉県は横軸の値が4.51と第2位の静岡県の2.70を大きく上回っている。図の見やすさを考慮

















2000年 2005年 2000年 2005年 2000年 2005年 2000年 2005年 2000年 2005年
北海道 0.13% 0.10% 89.2 85.5 4.0 3.8 522.94 593.51 10.4% 12.0%
青森県 0.30% 0.21% 120.3 121.3 21.6 20.8 107.50 126.54 14.7% 17.5%
岩手県 0.25% 0.18% 135.2 159.2 13.6 12.3 91.58 96.73 17.9% 21.7%
宮城県 0.29% 0.21% 188.7 146.3 23.1 18.0 118.07 127.28 16.0% 19.4%
秋田県 0.32% 0.16% 112.2 83.8 12.9 11.0 136.62 148.81 13.1% 16.2%
山形県 0.32% 0.21% 161.3 188.2 33.4 31.6 136.77 152.81 16.2% 20.4%
福島県 0.31% 0.19% 149.7 134.3 21.1 20.7 95.52 103.78 17.6% 22.8%
茨城県 0.25% 0.20% 218.4 201.4 29.9 23.9 79.45 89.05 19.4% 26.1%
栃木県 0.33% 0.22% 232.7 208.9 26.5 18.2 111.40 120.42 16.1% 21.6%
群馬県 0.80% 0.50% 365.0 286.3 72.6 54.6 52.35 61.59 26.8% 38.4%
埼玉県 1.06% 0.82% 858.2 571.9 201.2 144.1 73.68 84.21 25.4% 33.5%
千葉県 0.41% 0.28% 318.8 230.3 64.0 38.1 85.79 110.12 17.2% 22.3%
東京都 3.55% 8.18% 1671.0 2616.4 115.0 306.0 28.21 36.82 41.6% 46.3%
神奈川県 1.32% 1.54% 1715.5 1318.6 468.3 328.4 37.11 39.90 36.9% 44.7%
新潟県 0.37% 0.23% 177.5 170.1 32.3 26.1 114.93 134.85 17.5% 23.0%
富山県 0.45% 0.31% 163.3 113.0 31.3 27.1 97.66 104.71 16.6% 20.8%
石川県 0.43% 0.41% 188.4 166.2 37.1 34.4 88.25 106.35 22.5% 29.6%
福井県 0.41% 0.32% 242.5 206.2 40.4 36.6 87.65 97.04 19.6% 24.5%
山梨県 0.70% 0.54% 375.1 258.7 53.2 55.9 35.37 38.90 38.0% 43.3%
長野県 0.49% 0.36% 306.1 268.5 47.8 50.6 41.61 47.81 33.5% 41.1%
岐阜県 0.62% 0.51% 411.2 287.0 135.0 102.5 42.97 50.15 34.7% 42.9%
静岡県 0.66% 0.48% 586.2 498.7 94.3 87.9 50.42 60.57 32.1% 40.1%
愛知県 0.62% 0.86% 687.2 567.2 265.8 210.2 51.16 60.70 34.0% 43.7%
三重県 0.47% 0.33% 199.7 192.2 37.7 34.5 67.15 77.91 26.7% 33.2%
滋賀県 0.59% 0.38% 274.5 233.7 69.0 56.8 81.07 97.66 21.7% 27.3%
京都府 0.49% 0.32% 435.4 369.3 142.2 86.3 50.37 58.52 31.9% 37.3%
大阪府 1.49% 1.47% 1436.1 1054.5 801.8 559.2 37.78 40.99 51.0% 57.9%
兵庫県 0.45% 0.34% 365.5 285.5 73.4 57.8 48.91 55.28 32.2% 38.0%
奈良県 0.54% 0.46% 502.0 401.3 220.8 129.7 42.13 48.64 37.8% 45.1%
和歌山県 0.65% 0.51% 302.8 264.4 73.2 55.4 40.97 45.58 28.1% 29.9%
鳥取県 0.50% 0.28% 210.9 189.3 20.9 21.3 49.22 53.84 22.8% 28.8%
島根県 0.43% 0.29% 134.4 117.4 8.3 8.1 54.98 62.57 27.2% 33.8%
岡山県 0.40% 0.39% 244.4 191.4 56.8 45.9 54.21 61.66 30.3% 36.8%
広島県 0.43% 0.38% 367.6 334.0 122.2 111.5 53.46 59.77 36.8% 43.2%
山口県 0.41% 0.34% 182.3 189.0 20.3 17.9 63.86 74.77 29.3% 35.4%
徳島県 0.56% 0.40% 321.2 379.5 59.1 52.6 56.20 62.88 31.6% 37.2%
香川県 0.60% 0.68% 398.3 281.8 78.1 47.3 41.25 45.16 27.2% 33.4%
愛媛県 0.59% 0.51% 278.7 262.7 56.2 53.2 49.18 55.71 28.0% 33.9%
高知県 0.52% 0.31% 202.0 209.9 60.7 65.8 58.38 67.16 28.7% 35.2%
福岡県 0.50% 0.47% 269.9 239.1 79.4 73.0 72.56 82.56 21.8% 27.3%
佐賀県 0.42% 0.40% 157.5 138.7 20.9 17.5 91.55 98.28 14.4% 17.6%
長崎県 0.32% 0.21% 221.2 215.0 13.1 12.2 49.74 53.93 25.6% 32.0%
熊本県 0.26% 0.27% 157.7 141.2 21.1 19.4 77.21 86.40 20.8% 26.8%
大分県 0.58% 0.27% 184.9 187.6 20.0 20.5 61.93 73.16 27.2% 32.9%
宮崎県 0.39% 0.35% 136.3 205.7 28.9 24.8 51.14 60.32 25.2% 30.5%
鹿児島県 0.42% 0.36% 126.8 120.2 11.1 10.5 48.05 56.42 33.3% 38.8%
沖縄県 0.01% 0.22% 69.7 123.2 10.8 9.6 138.74 187.85 25.8% 28.6%
全国計 0.40% 0.31% 310.7 262.3 71.3 54.8 84.45 96.10 25.1% 31.1%
出所
（注）本論文では北海道、東京都、神奈川県、大阪府、沖縄県を除いた42府県をデータ分析の対象とする。
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作の合計値となる。 結果として作成された標本数は、 1990年調査では361、 1995年調査では300、 2000
年調査では306、そして2005年調査では417の合計1384である。標本数が年度毎に異なるのは、それ
                                                      
10  本論文では、農林業センサスにおける離農世帯（440264戸）に加えて、所在不明となった不明世帯（13546戸）を合わ
せて離農として扱う。 
11  我が国の農業（特に稲作）において新設農家の占める割合は小さいために本論文の分析では考慮しない。 
12  本論文で用いている全ての年度の農林業センサスにおいて、10の経営耕地規模別の区分がある。1990年においては、
                     , 500 , 500 , 400 , 400 , 300 , 300 , 250 , 250 , 200 , 200 , 150 , 150 , 100 , 100 , 50 , 50 , 30 , 30 , 10 となり、
1995年以降については次のような経営耕地規模別の区分となる： 
                     , 1500 , 1500 , 1000 , 1000 , 500 , 500 , 300 , 300 , 200 , 200 , 150 , 150 , 100 , 100 , 50 , 50 , 30 , 30 , 10 。   10
ぞれの年度において異なる数の欠損値があることによる 
13。 
規模i の農家（以下、農家i と呼ぶ）が翌期に規模 j を選ぶ確率を ij P とするとき、この確率はこ
の農家iが経営継続Lを決める確率 Li P と、農家iが経営継続を決めた条件のもとで規模 j を選ぶ確




Li L P P P ij ij         (1) 
 
なお各iに対して j は10区分存在することから、 規模iから規模 j の確率はデータにおける欠損値
を含めれば100だけ存在することが分かる。(1)式の規模の選択 L ij P に条件付ロジットモデルを仮定
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 (1)式の一段階目の選択である継続を選ぶ確率 L P は、継続の選択に関するパラメータを 、継続
の選択に関する説明変数 i y として以下のように表せるとする。
15 
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説明変数 i y は、規模iの農家が経営を存続するか否かを判断する際に重要と考えられる変数であ
り、本論では以下の3つを考える：総経営耕地面積の大きさ；稲作の耕作による現在価値；および
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となる。  第4章では、(4)式の ,   ,   を最尤法によって推定する。次の節では、ここで導入され
た変数 ij x ,  i y を作成する際に必要となる稲作に係わる生産関数について説明、推計を行う。 
 
 

















データの説明   12
稲作農家は稲作作付面積 tpi G （ a
アール
）、自家稲作労働 tpi L （延べ人日）、稲作用の農業機械 tpi K （万
円）の3つの生産要素を投入して稲作の生産高 tpi Y （万円）を得るとする。但し括弧内は測定単位を
表わす。金額は全て2000年にて実質化されており、用いたデフレータについては後に説明をする。



























稲作の生産高 tpi Y は、農林業センサスにて公表されている都道府県別／経営耕地規模別の農産物
販売額から稲作に係わる部分を取り出す形で作成をした。実質化をするために、農業物価指数の中







いる。   13
のうるち玄米（1等程度）を用いた。 
生産関数の推計に当たっては、上記3つ生産要素に加えて、時点別の固定効果 t DT 、地域別の固
定効果 p DP 、作況指数 pt S を用いる。時点別の固定効果 t DT は、調査年による投入指標の作成方法
の相違や時点による生産性の変化を吸収することが期待され、地域別の固定効果 p DP は、地域によ







Elasticity of Subsitutionの略)  型の4つの関数形を用いた。Cobb-Douglas型、Stone-Geary型、Translog
型の生産関数は(5)式にて表わすことができる。 
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(5)式において生産要素の投入の下限をゼロ（つまり 0  gb  ,  0  lb  ,  0  kb  ）としてパラメータ




要素の二乗項や交差項を加えて推定するケースがTranslog型である。誤差項は ipt  となる。 
CES型の推定式は、以下のように表すことができる。 
 
                                                      
19  作況指数は平年並の作況を100とした値で公表されているが、 pt S は平年並の作況を0とした小数値に変換したものを
用いた。   14
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Cobb-Douglas型の推計結果 (2-1)では、稲作の作付面積の推定値 g  は0.9950と得られた。この値
は稲作産出の作付面積弾力性を表わしており、作付面積が1%増加すると稲作産出はほぼ同等の割
合で増加することが分かる。 g  + l  + k  の和は統計的にも経済的にも有意に1を超えており、規模
の経済が存在することが見て取れる。 
 Stone-Geary型の推計結果は(2－2)にて示してある。 g  ,  l  ,  l  の推計値は、Cobb-Douglas型の推





では、稲作用機械のパラメータに相当する値は 114 . 0 1    l g   であり、稲作労働のパラメータ










経済性の存在についての本論文の結果は、 加古(1979)やHayami and Kawagoe(1989)に代表される先行
研究とも整合的である。
20 
                                                      
20  農業経営統計調査報告（米及び麦類の生産費）においても、作付面積と共に60キログラムあたりの全算入生産費が逓
減する状況が見て取れる。   15





















表 2 ：生産関数の推定結果 
 
  (2-1） (2-2) (2-3) (2-4) (2-5) (2-6)
Cobb-Douglas型 Stone-Geary型 Translog型：3変数 CES型：3変数 Translog型：2変数 CES型：2変数
推定方法 OLS NLS OLS NLS OLS NLS
0.9950 0.9926 0.8040 0.7899 0.9180 0.8756
(0.0203) (0.0205) (0.2465) (0.0418) (0.2849) (0.0332)
0.1332 0.1409 -1.1692 0.0959 0.1855

























-0.2852 -0.2837 -0.3047 -0.3049 -0.3058 -0.3080
(0.0190) (0.0186) (0.0205) (0.0168) (0.0162) (0.0165)
-0.2817 -0.2815 -0.2834 -0.2932 -0.2916 -0.2923
(0.0201) (0.0218) (0.0198) (0.0213) (0.0196) (0.0213)
-0.1103 -0.1105 -0.0913 -0.1034 -0.1109 -0.1114
(0.0165) (0.0163) (0.0154) (0.0163) (0.0165) (0.0160)
0.5500 0.5496 0.5493 0.5879 0.5665 0.5849
(0.1015) (0.1187) (0.1033) (0.1156) (0.1040) (0.1159)
-0.6056 -0.6351 -0.6821 -0.4406 -0.3629 -0.3438
(0.1619) (0.4091) (1.5606) (0.1197) (1.0132) (0.0976)
サンプルサイズ 1384 1384 1384 1384 1384 1384
標準誤差 0.2138 0.2140 0.2070 0.2088 0.2108 0.2091
R
2 0.9604 0.9604 0.9631 0.9623 0.9616 0.9621
Prob（規模に関して
収穫一定) 0.0000 0.0199 0.0131 0.0000 0.0001 0.0000
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21。 以下では①―③のケース各々について、 農地が生み出す利潤の割引現在価値を導出する。 
 
 
ケース①  転用期待をしつつ稲作耕作をする場合 
都道府県別／経営耕地規模別に定義された農家i は、１アール当りの農地から転用機会が訪れる
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21  なお一時的な休耕は、農林業センサスでは耕作放棄と見なされておらず、耕作地への再転換も比較的容易なことから
より現実的な農地利用の選択肢の1つとしてより現実的なモデルでは考慮されるべきだと考えられる。 
22  稲作労働の生産要素価格として、水稲（機械作業補助）の現金支給額の男女平均値を用いる。 
23  農林畜産業用固定資産評価標準（農林水産省）における農機具資産評価標準において、稲作用機械の耐用年数が5年と
8年であったことから、その中間値の6.5を用いる。 
24  利子率 r を1.5％や0.5％に変更しても本論文の基本的な結論は変わらない。   19
期待利潤となる。転用機会が存在する下での農家i が直面する実質な利子率は、市場利子率に転用
確率を加えた  pt Pd r  となる。 
 
②耕作放棄をする場合 
時点t 、地域 p における農家i が耕作放棄をすると（7）式右辺の耕作から得られる利潤 ipt  は0
となってしまう。 しかし農地を保有する限りにおいては転用機会が訪れる可能性があるために、 （7）
式右辺第2項は残ることとなる。 そこで耕作放棄をする場合に農家iが得る単位面積当り農地の割引
現在価値 pt Vb は、 ipt Vf の右辺第2項と等しくなる。なお、農地転用に関するデータは都道府県別／
時点別にしか得られないために、同一地域および同一時期に存在する農家は同じ転用機会に直面す




家を想定し、時点t、地域 p における農家iは年間小作料 ipt e でh 年間の貸付が行なわれるものと考
える。なお、小作料は「水田小作料の実態に関する調査結果」 （全国農業会議所）の値を用いるが、
この資料は農家の経営規模別の小作料を調査していない。そのために、ここでは同一地域では各時





在価値 pt Ve は以下のように表せる。 
] 1 ) 1 [(
] 1 ) 1 )[( 1 (
 







r Sd Pd r r e
Ve      (8) 
 
作付面積iと上記で求めた農地の割引現在価値 ipt Vf ,  pt Vb ,および pt Ve の関係を表したグラフが図
5である。ここでは作況指数100のもとでの2000年の新潟県を例として取り上げている。この図から
pt Vb および pt Ve は作付面積に係わらずある一定の価値を取ることが確認できる。 これは年間小作料
や農地転用の期待利潤が作付面積に依存しないことが理由と考えられる。   20
























図5：作付面積と選択の現在価値（2000年,  新潟県,  作況指数100） 
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説明変数のうち、 ij x は経営耕地規模の選択に影響を与える変数であり、 i y は農業経営を存続す
るか離農するかの判断に影響を与える変数である。本論文では i y として３つの変数を用いた。総経
営耕地面積（アール）、稲作耕作から得られる割引現在価値（億円）、そして耕作をしないことか





値 ipt Vf である。耕作から得られる利潤が高いほど、経営を継続するメリットが大きいと考えられる
だろう。最後に変数 i y として、耕作をしないことから得られる割引現在価値を使った。耕作放棄す
ることから得られる割引現在価値 pt Vb 、 あるいは農地の貸出による現在価値 pt Ve が大きい農家ほど
離農を決断する傾向が強いものと考えられる。この変数は、稲作耕作を行うことの機会費用である
ので、 pt Vb と pt Ve とのいずれか大きい方を変数として用いた。 以上の変数に加え、 定数項および1990
年から1995年への遷移ダミーと1995年から2000年への遷移ダミーを用いた。 なお、 遷移ダミーとは、




1995年・2000年・2005年の農林業センサスの動態構造統計から  j i, の組合せを作り、そこから確率
ij P を計算した。 なお前章第1節にて説明したように、   j i, の組合せは各年各地域で欠測値を含め100









説明変数 ij x として用いた稲作作付面積の変化分には絶対値で評価したものを用いた。 畑作や果樹
園の経営状況にもよるが、稲作の作付面積が大きく変化するほど、農家が経営耕地規模を変える可
能性が高いと考えられる。規模を拡大したことにより追加的に得られる稲作耕作からの割引現在価




出したと考えるのが自然である。 稲作作付面積の減少分に pt Vb あるいは pt Ve のうち大きい方を乗じ
て、それを変数として用いた。耕作放棄による生産費用の削減効果を含め、経営耕地規模を減少さ
せる経済的誘因を変数として表したものだ。なお、規模の選択は5年後の規模であるため、現在価














げた３つの ij x どれもが経済的にも統計的にも有意な影響を与えていることが分かる。 但し、 前述の
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表3：  二段階の条件付ロジットの推定結果 
  推計値 標準誤差




×[稲作の作付面積の減少分]（ 億円） 0.904 0.00238
総経営耕地面積 （a） 0.017 0.00004
転用を含む稲作価値（億円） 3.827 0.18423






































農地の転用が農家の利得に与える影響は、転用確率 pt Pd および転用したときの農地価格 pt Sd と
の２つの変数に依存する。現実には表1にあるように pt Pd および pt Sd は地域・時点毎に異なる値を
取っている。ここでは「転用期待がない状況」として、転用機会が受けたとしても宅地並みの価格










転用目的の売却価格 tp Sd が耕作目的の売却価格まで低下すれと、第3章第3節にて議論した農地か
ら得られる利潤の割引現在価値 ipt Vf ， pt Vb ， pt Ve はいずれもが下落することになる。特に、 ipt Vf と
pt Vb とは転用から得られる期待利得は同じであることから、 pt Sd の下落による影響は同等に表れる
ことになる。他方、貸付においては貸借権のためh 年間は農地の転用ができないことから、 pt Sd が
低下した影響は ipt Vf や pt Vb が受けたほどは大きくない。この結果、転用目的の売却価格が引き下げ
られると、耕作することの機会費用が相対的に高まる結果となり、表３の結果から離農する農家が
増加することが予想される。また図５より規模が小さい農家ほど稲作耕作による利潤が低くなるこ
とから、 pt Sd の下落により離農する農家の多くは小規模零細農家であることが想像される。 
シミュレーションの手順は以下の通りである。1990年における ipt Vf ， pt Vb ， pt Ve のそれぞれに含











                                                      
25  転用目的の売却価格が耕作目的の売却価格の水準にまで下がると、耕作目的の売却価格自体も影響を受ける可能性が
ある。 この論文では、 そうした波及効果を考慮せずにあくまで転用価格の外生的な変化という部分均衡的な観点から分析










的の売却価格 tp Sd の長期的な影響を分析するためには、その低下から長期間が経過したシミュレー
ションが望ましい。 このため、 Sim(A)に次いで pt Sd が低下後の期間が長いSim(B)に注目する。 Sim(B)




却価格 tp Sd が低下すれば、稲作の作付面積および労働生産性には着実な増加を期待できる。しかし
作付面積、 労働生産性の増加したSim(B)であっても販売額1円あたりの費用は平均3.34円と赤字生産















                                                      
26 1990年以前から継続して10ha以上の経営耕地を持つ農家は一定数存在すると考えられる。しかし、[5ha以上]を最大の
経営耕地区分とする1990年の公表データから1995年の農家数を分析対象としても、[10ha～15ha]の頻度はほぼゼロとなる。
このため1995年の大規模農家に関して、シミュレーションの頻度の予測値は、現実のデータを下回ってしまう。   26
表4：シミュレーション結果（2005年）
  Data Sim(A) Sim(B) Sim(C)
1990 1995 2000
2664030 2357329 2453126 2480941
平均値 46.61 59.78 62.75 52.12
第1四分位 8.38 15.60 15.60 11.32
中央値 23.43 40.37 40.37 32.48
第3四分位 55.62 85.82 87.05 68.76
平均値 0.43 0.55 0.56 0.48
第1四分位 0.21 0.27 0.27 0.23
中央値 0.32 0.46 0.46 0.37
第3四分位 0.51 0.72 0.72 0.61
平均値 4.24 3.35 3.34 3.84
第1四分位 2.45 1.69 1.66 2.04
中央値 3.88 2.61 2.61 3.42

























































図7：労働（1人日）あたりの販売額（区間：0.1万円）   27





































                                                      
27  標準小作料の導入の経緯や算定方法は、島本(第2章、2001)を参照のこと。   28
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補論A：稲作用機械 itp K の導出 

















































                                                      
28 2000年以前の調査では、農業機械の所有台数しか尋ねていない一方で2005年の農業機械の所有と利用の両方を尋ねて
いる。しかしながら、2005年の農林業センサスでは、農業機械の所有台数を経営耕地規模別に公表していない。このため
2005年は農業機械の利用台数を用いる。 